
○平塚市情報公開条例施行規則 

平成１５年３月３１日 

規則第２１号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、平塚市情報公開条例（平成１４年条例第２４号。以下「条例」とい

う。）第３５条の規定に基づき、条例の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（行政文書公開請求書の記載事項等） 

第２条 条例第９条第１項第３号に規定する実施機関が定める事項は、次に掲げる事項と

する。 

（１） 条例第４条の規定による行政文書の公開の請求（以下「公開請求」という。）

をすることができるものの区分 

（２） 公開請求をしようとするものが条例第４条第６号に規定する実施機関の行う事

務事業に利害関係を有する内容 

（３） 条例第１２条第２項に規定する公開の方法のうち、公開請求をしようとするも

のが求める公開の方法 

２ 条例第９条第１項の規定による請求書の提出は、行政文書公開請求書（第１号様式。

以下「公開請求書」という。）により行うものとする。 

（公開請求に対する諾否決定の通知） 

第３条 条例第１０条第２項の規定による通知は、次の各号に掲げる決定の区分に応じ、

当該各号に定める通知書により行うものとする。 

（１） 行政文書の公開をする旨の決定 行政文書公開決定通知書（第２号様式） 

（２） 行政文書の一部を公開する旨の決定 行政文書一部公開決定通知書（第３号様

式） 

（３） 行政文書の公開を拒否する旨の決定 行政文書公開拒否決定通知書（第４号様

式） 

（諾否決定期間の延長等の通知） 

第４条 条例第１０条第４項の規定による通知は行政文書公開諾否決定期間延長通知書

（第５号様式）により行い、同項ただし書の規定により諾否決定をした旨の通知は前条

の規定を準用するものとする。 



２ 条例第１０条第５項の規定による通知は、行政文書公開諾否決定期間特例延長通知書

（第６号様式）により行うものとする。 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等の通知） 

第５条 条例第１１条第１項及び第２項に規定する実施機関の定める事項は、次に掲げる

事項（第２号に掲げる事項にあっては、同項各号のいずれかに該当する場合に限る。）

とする。 

（１） 公開請求の年月日 

（２） 条例第１１条第２項各号の規定の適用の区分及び当該規定を適用する理由 

（３） 公開請求に係る行政文書に記録されている当該第三者に関する情報の内容 

（４） 意見書を提出する場合の提出先及び提出期限 

２ 条例第１１条第１項又は第２項の規定による通知は、意見書提出機会付与通知書（第

７号様式）により行うものとする。 

３ 前項の規定により当該第三者が、実施機関に対して意見書を提出する場合は、行政文

書の公開請求に関する意見書（第８号様式）により行うものとする。 

４ 条例第１１条第３項（条例第１７条において準用する場合を含む。）の規定による通

知は、行政文書公開通知書（第９号様式）により行うものとする。 

（行政文書の公開の方法） 

第６条 条例第１２条第２項に規定する実施機関の定める方法は、次に掲げる方法とする。

ただし、これらの方法により難いときは、市長が適当と認める方法により行うものとす

る。 

（１） 当該電磁的記録を市長が保有するプログラム（電子計算機に対する指令であっ

て、一の結果を得ることができるように組み合わされたものをいう。）を使用して用

紙に出力したものの閲覧又は交付 

（２） 当該電磁的記録を専用機器により再生したものの閲覧若しくは視聴又は磁気デ

ィスク（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録することができる物を含

む。）に複写したものの交付 

（行政文書の閲覧等の実施） 

第７条 行政文書の公開（閲覧、視聴その他これらに類する方法によるものに限る。第３

項において同じ。）は、市長が指定する期日及び場所において行われなければならない。 



２ 前項の場合においては、行政文書を汚損し、又は破損することのないよう丁寧に取り

扱わなければならない。 

３ 前２項の規定に違反するものに対しては、市長は、行政文書の公開を中止させ、又は

禁止することができる。 

（手数料の納付） 

第８条 条例第１４条第１項に規定する行政文書の公開に係る手数料は、前納とする。 

（審査請求に対する裁決の手続等） 

第９条 条例第１５条第１項の規定による平塚市情報公開審査会（以下「審査会」という。）

への諮問は、情報公開の審査請求に対する諮問書（第１０号様式）により行うものとす

る。 

２ 市長は、条例第１５条第１項の規定による裁決をしたときは、遅滞なく情報公開の審

査請求に対する裁決通知書（第１１号様式）により審査請求人に通知するものとする。 

（諮問をした旨の通知） 

第１０条 条例第１６条の規定による通知は、情報公開審査会諮問通知書（第１２号様式）

により行うものとする。 

（審査会への報告） 

第１１条 条例第８条第２項の規定による報告は公開請求に係る行政文書の内容、公開を

拒否した理由その他審査会が求める事項とし、条例第１５条第３項の規定による報告は

公開請求に係る行政文書の内容、審査請求に対する裁決をした結果及びその理由その他

審査会が求める事項とする。 

（行政文書の任意的公開の申出等） 

第１２条 条例第２９条の規定による行政文書の任意的公開の申出（以下「任意的公開申

出」という。）をしようとするものは、行政文書任意的公開申出書（第１３号様式）を

提出しなければならない。 

２ 前項の場合において、当該申出に対する諾否の決定に係る通知は、行政文書任意的公

開回答書（第１４号様式）により行うものとする。 

（行政文書の目録の作成） 

第１３条 条例第２７条第３項に規定する行政文書の目録は、行政文書に係る文書目録そ

の他これに類するものにより行うものとする。 



（出資法人等） 

第１４条 条例第３２条第１項に規定する出資法人等は、別表に定めるものとする。 

（運用実施状況の公表） 

第１５条 条例第３４条の規定による公表は、市の広報紙等に掲載して行うものとする。 

（その他） 

第１６条 この規則に定めるもののほか、条例の施行について必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１５年７月１日から施行する。 

（平塚市公文書公開条例施行規則の廃止） 

２ 平塚市公文書公開条例施行規則（平成５年規則第８号。以下「旧規則」という。）は、

廃止する。 

（経過措置） 

３ この規則の施行前に旧規則の規定によって行われた処分、手続その他の行為でこの規

則の施行の際現に効力を有するものは、この規則の相当規定によって行われた処分、手

続その他の行為とみなす。 

附 則（平成１７年３月２３日規則第２１号） 

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年３月３１日規則第１１号） 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年７月１２日規則第４７号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規定により作成されている様式書類

は、当分の間、必要な調整をして使用することができる。 

附 則（平成２５年６月２７日規則第６５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２８年３月１７日規則第１２号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。ただし、第１２条の改正規定（「、行

政文書」を「行政文書」に改める部分に限る。）並びに第１４条、第３号様式及び第９号



様式の改正規定は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年１月２９日規則第７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和５年３月２２日規則第１９号） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規定により作成されている様式書類

は、当分の間、必要な調整をして使用することができる。 

附 則（令和６年８月１日規則第３８号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規定により作成されている様式書類

は、当分の間、必要な調整をして使用することができる。 

別表（第１４条関係） 

公益財団法人 平塚市まちづくり財団 

公益財団法人 平塚市生きがい事業団 

社会福祉法人 平塚市社会福祉協議会 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



第１号様式（第２条関係） 

第２号様式（第３条関係） 

第３号様式（第３条関係） 

第４号様式（第３条関係） 

第５号様式（第４条関係） 

第６号様式（第４条関係） 

第７号様式（第５条関係） 

第８号様式（第５条関係） 

第９号様式（第５条関係） 

第１０号様式（第９条関係） 

第１１号様式（第９条関係） 

第１２号様式（第１０条関係） 

第１３号様式（第１２条関係） 

第１４号様式（第１２条関係） 

 


